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In this paper, life environment after the great earthquake 1934 in historic city Patan is 
clarified through the review of a precious book written about the great earthquake and interview 
survey with elderly who have experienced the great earthquake and live in Patan. From the book 
review, the government correspondence towards the disaster is clarified. And with interview 
survey, following results are figured out. 1) People spent almost one month in communal spaces 
as a Shelter, which are near to their own house. 2) It is considered that because people’s 
lifestyle was not relying on modern life, they had been able to overcome with the disaster. 
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ネパールで、耐震や震災後の対策について考え始めたのは 1990 年以降である。NSET（National Society 
for Earthquake Technology-Nepal）の設立によりその取り組みが加速化し、NSET と GHI (GeoHazards 
International )による The Kathmandu Valley Earthquake Risk Management Project (KVERMP) が主な取





















 本章では、文献“Nepālako Mahābhukampa1990 sāla（日本語訳：1934 年のネパールの大震災）”を基に震
災後の避難生活に対する政府の対応について整理する。当時ネパールは宰相家であるラナ家によって鎖国状
態にあり、当文献の著者 Bramhasamshera Jangabahādura Rānā 氏はそのラナ家の一人である。 
（１）震災直後の政府の対応 
 図１は文献（第 2 章 pp9-71,第 7 章 pp129-135,第 8 章 pp135-141 を参考に作成）から得られた情報を基
に震災直後の状況と政府の対応を整理したものである。まず、1 月 15 日震災が発生した当日は国王、総理
や官僚たちが盆地外の訪問中であったため、状況把握とその対応には時間がかかったことが推測できる。翌
日になってから軍隊による救出活動が開始された。また、混乱を避けるため、18 日には盗難・住居侵入に
対する規制（Jungi Law）を実行しており、夜の 8 時以降は外出禁止となるなど、緊迫した状況であったこ
とが読み取れる。一方で、救助のための実行委員会を設置し、９つ（食糧、医療、生活水、電気、社会保障、
警察官、軍隊、衛生管理、その他）の分野に分けて、それぞれにラナ家の親類が責任者として活動を始めた。
また、３つのボランティア組織①Bhukampa Sewā Dala、②Mahārājā Servant Society、③Juddha Sewā 




できる。しかし、総理が 2 月 2 日にカトマンズに戻ると、ボランティア組織が解散され、“Bhukampa 
Pīditoddhāraka Saṅsthā (英訳 Institute for Relieving Earthquake Victims)” と関連して” Bhukampa 
Pīditoddhāraka Phanda (英訳 Earthquake Relief Fund)“を設立し、それまでの支援活動はすべてこの機




























写真 2 テントで避難生活している 
様子 





















 インタビュー対象者は 4 名であ
り、基本属性は表 1 の通である。K 




住者である（図 3、図 4、図 5）。
当時、K 氏は 6 歳、L 氏は 12 歳、
S 氏は 20 歳、R 氏は 17 歳であっ
た。K 氏と L 氏は大震災後に住宅
の改修を行い、同じ建物に現在も

















図 2 インタビューを行ったパタン旧市街地の居住者の自宅を示す図 
表 1 インタビューを行った方々の基本属性 
身体 住宅
K氏 男 イラナニ中庭 伝統工芸 86歳 6歳 健在 塀にヒビ 同建物
L氏 女 ナグバハ中庭 伝統工芸 92歳 12歳 健在 屋根崩れ 同建物













































誰でも利用できるように建てられた東屋のような空間である（写真 7）。ファルチャには近所の人々、4 ～ 








写真 4 イラナニ中庭 
写真 5 ナグバハの公園 
中庭が避難所となった事例（K氏）および中庭と集会所が避難所となった事例（L 氏） 
  
図 3 K 氏と L 氏が避難生活を送った場所を示す図 写真 6 ナグバハの集会場 
ファルチャ（休憩所）とケバ（畑）が避難所となった事例（S氏） 親戚宅とケバ（畑）が避難所となった事例（R氏） 
  
図 4 S 氏が避難生活を送った場所を示す図 図 5 R 氏が避難生活を送った場所を示す図 
  






























































4)2011 年の国勢調査によると、カトマンズ市の人口は 1,003,000 人、パタン市の人口は 227,000 人、バクタプル市の人
口は 84,000 人である（文献 4 参照）。また、 2001 年の国勢調査には、移住者人口率はカトマンズでは 42％、パタ
ン市では 32％を占めている。 (文献 5参照) 
5)カトマンズ盆地の都市化問題については文献 6と 7を参照。 
6)パタン市の建物の構造に関しては文献 8 を参照 。 
7)1990 年代のカトマンズ盆地の総人口などのデータに基づいて、1934 年と同様な地震が発生した場合、盆地内の 80％
の建物は被害を受け、22,000 人の死者、25,000 人の負傷者が発生すると想定されている。（文献 3を参照） 
8)NSET と GHI による文献 9 では 1934 年の大地震を想定して、被害状況および対応方法を考察しており、文献 10 では防
災計画を示している。また、文献 11 にはプロジェクトについて詳細に説明されている。 
9)JICA による文献 2では複数の大地震を想定し、その被害と対策方法を提案している。 
10)文献 12 を参照。 
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